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問 題
子どもの安心・安全を守ることは大変重要な課題で
ある。警察や学校，地域が様々な防犯に関する取り組
みを行っているものの，子どもをターゲットにした略
取誘拐事件が後を絶たず，犯罪に対する不安は広まっ
ている。本稿では，近年日本で見られる子どもを対象
とした略取誘拐事件の実態や，被害者への心身への影
響，安全・防犯教育やそれに関わる子どもの認知的発
達に関する研究を概観し，子どもの成長に即した防犯
教育の在り方について考察する。
子どもの略取誘拐事案の被害の実態
兵庫県神戸市の小学校 2年生女児の誘拐殺人事件
（2014年 9月）や，千葉県我孫子市の小学校 3年生の
誘拐殺人（2017年 3月）等，日本各地で子どもをタ
ーゲットとした略取・誘拐事件が数多く発生してい
る。2017年警察庁発表の略取誘拐・人身売買事案の
認知件数をみると，平成 19年以降未就学児の被害が
横ばいで推移しているのに対し，小・中学生の被害は
増加傾向にあり，平成 28年は小学生，中学生（100
万人当たり 10.3人）で，未就学児（100万人当たり
5.3人）の約 2倍となっている（Table 1）。
Table 1に示すように，幼児から中学生までの略取
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誘拐事案の認知件数は平成 28年度 1年間で 134件
（100万人に 26名程度）である。しかし，これはあく
まで認知件数であり，略取誘拐にまで至らずとも，危
険な目に遭遇した子どもはどのくらい居るのであろう
か。「車に連れ込まれる」といった重大な犯罪的危機
体験と呼ばれる経験や，「体に触れられる」「追いかけ
られる」などの前兆的危機体験と呼ばれる経験など，
危険遭遇体験を 1度でも経験した児童が 21％と高い
割合で存在していることが示されている（清永，
2012）。また，犯罪被害体験者に，どのような前兆が
みられたのかについて尋ねたところ，前兆の中でも
「つきまとい」を受けた子どもが 56％にも及ぶことが
明らかにされた（清永，2012）。
警察庁（2003）発表の『子どもを対象とする略取誘
拐事案の発生状況の概要』に掲載されている，平成
15年 1月 1日から同年 10月 15日に発生した略取誘
拐事案においてどのような手口により犯行が行われて
いるのかについては，「暴行や脅迫」，「引きずり込ま
れる」といった方法によるもので 50％，騙されるな
ど自らついて行くのが 50％みられることが報告され
ている。驚くことに，略取誘拐事案の約半数は自らの
意思でついて行って被害にあっていることがうかがえ
る（Figure 1）。
また，同じく，警察庁（2003）発表の『子どもを対
象とする略取誘拐事案の発生状況の概要』を見ると，
略取誘拐被害が発生した時間帯は，小中学生の場合約
半数程度が 15時～18時であることが示されている
（Table 2）。雨宮・齋藤・島田・原田（2008）は，子
どもの日常生活における犯罪に対する脆弱性の側面か
ら子どもの空間行動の特性と犯罪被害に関する実証的
な研究を実施した。調査の結果，児童の単独歩行が，
15時台から増加し 17時台にピークとなることが示さ
れ，子どもが一人になりやすいのは，地域の見守り活
動等が行われている下校時ではなく，下校後の外出や
外出先からの帰宅時であることを示した。
不審な人物による「危ない目」を経験した小学校 4
年生と 6年生の児童が，その時誰と一緒に居たのかに
ついてみてみると，「子どもたちと一緒」にいた割合
が約 50％と最も多く，次いで「子ども一人」である
割合がおよそ 40％であることが示されている（清永，
2012）。児童の単独歩行と犯罪被害について検討した
研究では，時間的・空間的に単独歩行が集中する地点
に，被害が集中する傾向があることが示された（雨宮
ら，2008）。これらの結果は，小・中学生は就学前の
幼児と比較して，一人あるいは，子どもだけで行動す
る学校帰りやその後の塾や習い事，遊びの時間帯に被
害にあうリスクが高くなっていると考えられる。
また，略取誘拐事案の発生場所を見ると，その多く
が路上で発生していることが示されている（Fiure 2）。
このことから，路上で一人，あるいは，子ども同士で
居る時の声かけ等に対する対応を検討する必要がある
と考えられる。
被害者への心身の影響と支援
子どもたちが「つきまとい」や「声かけ」「車への
連れ込み」等の危険な場面に遭遇した際の行動につい
て検討した宮田（2010）は，犯罪になる前の「声か
け」など比較的軽微な前犯罪行為と，「車に連れ込ま
れる」など緊急性の高い犯罪行為に遭遇した子どもの
反応について検討した。その結果，前犯罪行為と緊急
性の高い犯罪行為に遭遇したと回答した児童のうち，
17.8％は「何もできなかった」と回答しており，中で
も，小学校 2年生の女児についてはその傾向が顕著で
あり，36.4％にも上ることが示された。このような，
比較的軽微な犯罪行為を含む事案であっても，低年齢
の児童の場合は，体が硬直したり足がすくんで動けな
Table 1 被害者の学識別略取誘拐・人身売買認知件数
H 24 H 25 H 26 H 27 H 28
未就学児
小学生
中学生
30（4.7）
61（9.0）
21（5.9）
36（5.7）
54（8.1）
22（6.2）
33（ 5.3）
71（10.8）
22（ 6.3）
31（5.1）
51（7.8）
24（6.9）
32（ 5.3）
67（10.3）
35（10.3）
平成 28年の犯罪情勢（警察庁，2017）より作成
（ ）内は 100万人当たりの人数
Figure 1 誘われる手口 警察庁（2003）より作成
Table 2 H 15年 1月 1日～10月 15日に発生した略取誘
拐事案の時間別発生状況
0～ 6～ 9～ 12～ 15～ 18～ 21～
未就学児
小中学生
1
3
1
11
7
5
8
14
3
54
3
9
1
3
子どもを対象とした略取誘拐事案の発生状況の概要（警
察庁，2003）
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い等，無抵抗な状態であったことがうかがえる。
略取誘拐事件による被害者は，命を落としたり，例
え命が助かった場合であっても，心身に深刻なダメー
ジを与えることになると考えられる。我が国における
略取誘拐事件の被害者の心身に生じる深刻な影響や，
被害者に対する支援について検討した研究は極めて少
ないのが現状である。そのような中で，阿久津
（2004）は，犯罪の被害にあうことによって，人は恐
怖や悲しみ，喪失感，自責感など様々な激しい感情が
起こり，眠れない，食べれないという身体症状や頭
痛，腹痛，退行などの症状が出る場合があると述べて
いる。
小中学生を対象とした略取誘拐事案の被疑者の目的
は，わいせつ目的である場合が多いことが示されてい
る（Table 3）。性犯罪被害児・者の実態と課題につい
て検討した大岡・野坂・中島・岩切（2015）による
と，性犯罪の被害児が，悪夢を見て夜泣きしたり，フ
ラッシュバック，自傷行為，保健室登校が多いなどの
問題が生じやすいこと，犯罪被害児・者は，被害を受
けた後に直接的な支援が届くことが少なく，母親の相
談に応じるなどの形を取りやすいことが報告されてい
る。この研究では，支援者が被害児の様子を見守りな
がら通報や通院を促したり，サイコロジカルファース
トエイドに記載されているような，支援者が共感的態
度で支援や情報提供をすることが大切だと述べてい
る。
これらのことから分かるように，犯罪被害による深
刻な心身への悪影響がみられ，被害児に直接的な支援
も届きにくいことから，子どもたちが受けた心身の問
題を支援することが今後重要な課題であると考えられ
る。
防犯プログラムの開発と実践
こうした子どもの心身に深刻な悪影響をもたらす略
取誘拐事件の被害を防ぐため，文部科学省は，児童・
生徒への防犯教育の充実を促進している。子どもに防
犯教育を実施する際，子どもがどのように安全教育を
捉えられるのかについて発達的な検討が必要である。
文部科学省（2001）は，「小学生は，安全教育に対し
て習得する程度に個人的な差はあっても，一様に素直
に受け止め，身につけようとすることから，安全教育
には最適な時期である。」と述べており，各学校にお
いて様々な防犯教育が行われている。学校における防
犯教室等実践事例集（文部科学省，2006）には，防犯
教室のねらいとして「危険予測」と「危険回避」に重
点が置かれ，「日常生活の中に潜む様々な危険を予測
し，危険を回避し安全な行動ができるようにする。ま
た，現在および将来に直面する防犯上の課題に対し
て，的確な思考・判断に基づく適切な意思決定や行動
選択ができるようにする」ことが明記されている。こ
れにより，各学校が地域や警察等と連携し，防犯教室
Figure 2 H 15年 1月 1日～10月 15日に発生した略取誘拐事案の発生場所
警察庁（2003）より作成
Table 3 小中学生被害認知件数とわいせつ目的の件数
H 24 H 25 H 26 H 27 H 28
小学生被害認知件数
わいせつ目的
中学生被害認知件数
わいせつ目的
61
24
21
8
54
18
22
6
71
28
22
9
51
21
24
2
67
23
35
7
平成 28年の犯罪情勢（警察庁，2017）より作成
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が実施されている。防犯教室では，「いかのおすし」
の標語について学んだり，知らない人に手をつかまれ
た際の逃げ方など，具体的な危険回避方法について体
験させる等の学習が実施されている。中迫・金崎
（2017）は，小学校低学年用の防犯教育の教材を開発
し，その教材に基づいて実践を行った。その結果，事
前調査において「知らない人に声をかけられた場合，
どうするか」を問われた児童は，「教えない」「無視す
る」などの回答がみられたが，事後調査では「教える
けど一緒に行かない」「その場で教える」と回答して
おり，コミュニケーションを遮断することなる自らの
安全を確保しようとしている様子がうかがえた。ま
た，明確に断るという回答もみられ，授業の到達目標
に一定の学習効果があったことが報告されている。
平成 28年警察白書によると，近年の子どもの生活
空間における安全対策として，都道府県警のウェブサ
イトや電信メールを活用した情報発信を行うなどで，
子どもが被害にあった事案の情報を迅速に提供できる
よう，教育委員会や学校との間で情報共有体制を整備
している。さらに，「子ども 110番」として危険に遭
遇した子どもの一時的な保護や警察への通報を行なう
ボランティアに，ステッカーやマニュアルを配布する
などの支援も実施され，子どもを取り巻く環境整備が
進められている。
このように，防犯教育に関する本邦での取り組みは
警察，学校，地域の中で実施されているものの，防犯
プログラムの根拠とされる子どもの危険認知や危機回
避能力の発達プロセスについては十分に明らかにされ
ていないことが指摘されている（江尻，2010）。そこ
で，次に子どもの危険認知の発達に関連した研究を紹
介する。
子どもの危険認知
先に述べたように，学校や地域において防犯教育が
活発に行われているにもかかわらず，略取誘拐事件が
後を絶たず，騙されるなど自らついて行く子どもが
50％と高い割合で存在していることから，子どもが
どのような場面や状況をどのように認知しているのか
について知ることは重要である。Moran, Warden,
Macleod, Mayes, & Gillies（1997）は，児童期の子ど
もを対象として，危険認識と危機回避行動の発達的な
検討を行った。対象者の年齢は，6歳（2年），8歳
（4年生），10歳（6年生）であり，実験では「親しい
成人（担任の先生）」，「知ってはいるが親しくない成
人（自己紹介されて名前は知っている人）」，「知らな
い成人」に誘いを受ける場面がビデオ提示され，もし
自分ならばどのように行動するのかについて質問され
た。その結果，6歳児は相手の既知・未知性は問わ
ず，言われた通りに行動すると回答した子どもが 5割
以上存在した。8歳児は親しい人の言う通りに行動す
ると回答した者の割合がほぼ 9割みられ，知らない者
に関しては 5割程度が言う通りにすると回答している
ことが示された。10歳児では，親しい人の場合には
言う通りにすると回答した者が約 6割，知っているが
親しくない人で 4割を超え，知らない人で 4割を下回
った。この研究の結果から，8歳頃から知らない人か
らの誘いに対する危険を認識する力が発達し始め，そ
れに伴って危機回避行動をとれるようになる様子が伺
える。
Moran ら（1997）の研究を受けて，江尻（2010）は
より低年齢の子どもの危険認知の発達について検討を
行った。対象は，幼稚園（4歳）～小学校 2年生（7
歳）までの子どもであり，危険認知の発達について実
験課題を用いて検討された。この研究で用いられた実
験課題は，主人公が「よく知っている人」と「知らな
い人」に誘いを受ける場面が紙芝居を用いて提示さ
れ，子どもは「自分ならどうするか」について尋ねら
れた。その結果，年中児は接近人物の既知性（既知・
未知）を問わず，誘いにのると回答することが多く，
年長児は既知人物からの誘いにはのるが，未知人物か
らの誘いにはのらないと回答する者が多くなることが
示された。また，「誘いにのる」と回答した就学前の
幼児は，個人的な理由や欲求に基づいてそれを判断し
ているのに対し，就学後の児童は相手の人物の既知・
未知性に基づいて判断していることが示された。この
研究の結果は，正しい認識に基づく行動選択が小学生
以上にならないと難しいことを示している。
清水（2010）は，ストレンジャーから助けを求めら
れる場面など，向社会的行動が求められる場面での危
険認知に関する実証的研究が少ないことを指摘し，幼
児期（5～6歳児）から児童期（1・2年生）の子ども
が，ジレンマ場面において危機回避行動と向社会的行
動のどちらを優先させるのかについて検討を行った。
課題は，登場する人物が自分自身であることを想定す
るよう教示され，親とはぐれて迷子になって一人で歩
く登場人物が，ストレンジャーに一緒に車に乗って道
を教えてほしいと頼まれる場面が描かれ，どのような
行動を取るかについて検討されている。その結果，ど
の年齢段階の子どもでも，ストレンジャーに誘われた
際について行くと回答した子どもが 30％程度にとど
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まることが示された。ただし，子どもがはぐれた親を
探す方向と，ストレンジャーに道案内を頼まれる方向
が一致している場合おいて，「ついて行く」と回答し
た幼児の割合が 60％，児童が 51.2％であり，自らの
欲求が満たされる場合には危険回避行動を優先しにく
くなることが示唆された。
宮田（2010）は，小学校 2年生・4年生・6年生を
対象として，危険人物との遭遇場面で子どもが抱く違
和感から危機認知の発達差と性差について検討した。
その結果，研究対象者の 15％の児童が前犯罪や緊急
性の高い犯罪行為を経験しており，そこに学年や性差
は見られないことが示された。また，その 15％の犯
罪行為に遭遇した子どものうち，2年生の 7割以上，
また，4年生の 5割以上が，危険に遭遇した際の違和
感や危険認知ができていないことが示された。しか
し，4年生の約 4割が服装や顔の表情などから違和感
や危険を認知しており，6年生に至っては，3割が子
ども自身に向けられた行動から違和感や危険を認知し
ていることが示された。
内田・小林（2010）は，5歳前半と後半の幼児を対
象として，誘われる人物の既知・未知性，および，誘
う口実の緊急度を操作して，どの要因が危険回避行動
に関連するのかについて検討している。この調査で，
調査対象者である幼児は，既知人物と未知人物から緊
急度の異なる誘いを受ける場面を絵カードにより提示
し，どのような行動を行うのかについて選択するよう
求められた。その結果，5歳前半の幼児は，自分の欲
求を中心とした判断をしたり，緊急性の要因（例，
「パパがけがした」といった親の状況）に注意が向い
てしまい，未知人物の誘いの意図を推測できず，危険
回避行動を選択できないことが明らかにされた。一
方，5歳児後半になると，未知人物の誘いの意図を推
測し，危険を察知して危険回避行動を選択できるよう
になることが明らかにされた。このような結果から，
幼児期の安全・防犯教育には，子どもの認知発達に合
わせた教示が必要であると考えられた。
これらの研究から，発達に伴って知らない人物に対
する危険意識が高まるとともに，危険回避行動が選択
できるなることが示唆されているものの，先行研究で
は，具体的にどのような思考がすすみ，「相手の誘い
にのる」あるいは「のらない」と判断したかについて
は不明である。この点を明らかにするため，畠山
（2017）は小学校 3年生の児童に，未知人物との遭遇
場面においてどのような社会的情報処理が行われてい
るのかについて検討した。その結果，小学校 3年生に
なると，「車に同乗して道案内を頼まれる場面」や，
「お母さんの具合が悪いので，一緒に病院に行こうと
緊急に誘われる場面」において，相手の意図を『悪意
によるもの』と判断し，逃げる事が最も適切な方略で
あると考えていることが明らかにされた。
ま と め
本研究は，近年本邦で起こった略取誘拐事案につい
て，その被害の実態を整理した結果，小・中学生の被
害の認知件数は増加傾向にあり，「追いかけられる」
などの前兆的危機体験を含めた危険遭遇体験を 1度で
も経験した児童が 2割も存在することが示された。略
取誘拐事案の件数はあくまでも認知件数であることか
ら，略取誘拐事件や危機体験の被害者は，この数字よ
りも多いことがうかがえる。
また，学校からの下校後の時間帯に一人で出かける
機会が多くなる児童生徒は，その時間帯に略取誘拐事
件の発生が多くなることから，この時間帯の過ごし方
について，安全教育を心掛ける必要があることが示唆
される。略取誘拐事件の被害者となることは，子ども
の心身の発達に深刻なダメージを与えることから，そ
れ以前の防犯教育及び被害後の支援の在り方について
も，学校，警察，地域，医療の連携が必要不可欠であ
ると考えられる。
また，危険認知に関する研究の結果から，児童期中
盤にさしかかると，知らない人の誘いにはのらないこ
と，また，適切な危機回避行動がとれることが示唆さ
れてきた。しかし，小学校低学年の子どものは，社会
性や安全に関する認知能力は過渡期にあり，危機的状
況において，様々な情報を総合的に判断し，適切な対
応をすることは難しいと考えられる。そのため，道徳
性や社会性獲得に関する教育と安全・防犯教育をどの
ように両立させるのかについて検討することは重要で
ある。また，これまでの危険認知に関する調査は，仮
想場面を用いた方法が用いられていたために，実際の
恐怖感や状況を想定しにくい事も考えられる。実験場
面で恐怖感を体験させることは倫理上の問題を含むこ
とから，今後はより実際の場面に近い実験状況を検討
する必要がある。
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